
（様式６） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

処分基準（不利益処分関係） 

 

資料番号 36 担当課 障がい福祉課 

法令名 発達障害者支援法 根拠条項 第18条 
不利益処

分の種類 

発達障害者支援センターの指

定の取消し 

〇発達障害者支援法（平成16年法律第167号） 

 

（指定の取消し） 

第18条 都道府県知事は、発達障害者支援センターが第16条第１項の規定による報告をせ

ず、若しくは虚偽の報告をし、若しくは同項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しく

は忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした場合において、

その業務の状況の把握に著しい支障が生じたとき、又は発達障害者支援センターが前条の

規定による命令に違反したときは、その指定を取り消すことができる。 

 

（報告の徴収等） 

第16条 都道府県知事は、発達障害者支援センターの第14条第１項に規定する業務の適正な

運営を確保するため必要があると認めるときは、当該発達障害者支援センターに対し、そ

の業務の状況に関し必要な報告を求め、又はその職員に、当該発達障害者支援センターの

事業所若しくは事務所に立ち入り、その業務の状況に関し必要な調査若しくは質問をさせ

ることができる。 

２・３ 省略 

（改善命令） 

第17条 都道府県知事は、発達障害者支援センターの第14条第１項に規定する業務の適正な

運営を確保するため必要があると認めるときは、当該発達障害者支援センターに対し、そ

の改善のために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 
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